
３　教育・保育の需要量および確保方策 （子ども・子育て支援プラン　P50）

※（　　）は実績

a 量の見込み（必要利用定員総数） 730 720

○ 教育・保育提供区域ごとに、計画期間の「幼児期の学校教育・保育の量の見込み」、「量の
見込み」に対応する教育・保育施設および地域型保育事業による提供体制の確保方策および
実施時期を定めます。なお、平成31年度については、市における3歳未満児を対象とした第
2子無償化による影響を含めた平成29年度までの利用状況を踏まえ、「量の見込み」及び確
保方策を変更します。

１号認定（3～5歳）
平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

688 690 673

1,120

447

b 確保方策（提供定員総数） 1,220 1,220 1,220 1,120 1,120

447

２号認定（3～5歳）
平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

過不足  b-a 490 518 432 430

441

b 確保方策（提供定員総数） 428 447 460 453

a 量の見込み（必要利用定員総数） 459 455
451

(456)
476

453

(464)

453

453

過不足  b-a -29 1 -2
6

12

平成
31年度３号認定（1･2歳）

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

2

a 量の見込み（必要利用定員総数） 197 255
253

295

254

(301)
205

245

283

過不足  b-a -11 2 -10
-8

-12

b 確保方策（提供定員総数） 188 194 199 245
245

(244)

-9

平成
31年度

a 量の見込み（必要利用定員総数） 99
99

108

３号認定（0歳）
平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

103 99
100

(126)

101

108

過不足  b-a -14 2 1
2

0

b 確保方策（提供定員総数） 74 89 101 101
101

(101)

2

平成
31年度

a 量の見込み（必要利用定員総数） 755 810
799

844

２号認定 ３号認定合計
平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

784 804

≪確保方策と考え方≫

　教育（１号認定）については、量の見込みが提供定員を下回っており、確保方策は必要な
いと考えられます。
　保育（２号・３号認定）については、計画策定当初は、各年齢で量の見込みが提供定員を
超えていました。平成31年度は、3号認定の量の見込みが提供定員を超えるため、提供体制
の確保が必要ですが、2号認定の量の見込みは減少傾向にあることから、全体を見越した確
保方策が必要と考えられます。
　既存施設の定員拡大のほか、特定地域型保育事業における施設の確保等により、平成31年
度までに定員を増加する提供体制の確保を目指します。

799

844

過不足  b-a -54 5 -11
0

0

b 確保方策（提供定員総数） 690 730 760 799
799

(809)

-5

008441
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